
滋賀県下水道中期ビジョン体系図 

凡例
・市町における課題と施策 

・市町及び県における施策と課題 

・県における施策と課題 

【施策内容】 

●：現ビジョンと同様の内容 

★：今回追加・変更した内容 

資料 1-3 



Ⅱ安全・安心 
安全で誰もが 

安心して暮らせる 

地域づくりのために

施策の方向性 現状と課題 将来像 

滋賀県下水道中期ビジョン体系図 

現状(H27 年度末)の姿 最終的な姿 平成 32 年度末の姿 

◇浸水リスクの顕在化 
◆局所集中豪雨の増加。 

◆平成 11～26 年の間に約 3000 棟が浸水被

害を受けており、対策施設の整備等による

浸水被害の解消が必要。 

◆一方、下水道事業の雨水整備面積(H27)

は、全体計画区域の 8.1%程度。 

◆内水ハザードマップは 15 市町で策定済

(H27)。 

◆県の対策事業として、守山栗東雨水幹線が

全体計画 4.8km のうち 3.8km完成。 
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◇浸水対策の加速 
●下水道対策の整備（ハード対策） 

・浸水常襲地区から段階的に浸水対策を実施。貯留新党施設の

必要性を検討。 

・守山栗東雨水幹線は H31 に整備完

了予定。市は排水区域を整理。 

★ポンプ場の浸水防止対策を実施。 

●浸水ソフト対策の実施 

・浸水被害の軽減に向けて、今後 5年

以内に内水ハザードマップを策定が

必要な全市町で策定。 

・防災訓練等も河川部局と連携して充

実、拡大。 

守山栗東雨水幹線

滋賀県水防訓練

◇県・市町・民間等が一体となった危機管理 

の充実 
●耐震対策等の推進（ハード対策） 

管路施設については地震時の 

流下機能確保のため、処理場 

については揚排水・水処理・ 

消毒等の機能確保のため耐震化 

を計画的に実施。 

●耐震対策等の推進（ソフト対策） 

地震発生時の被害軽減のため、 

BCPの策定、マンホールトイレ、 

防災訓練の実施、災害協定等 

の活用を促進。 

耐震継手

BCP 訓練

◇不明水量の増加 
◆H25 年の台風 18 号では、県内の下水道施

設に大量の雨水が流入し、汚水の溢水やポ

ンプ場の浸水等、大きな被害が発生し、不

明水の流入問題が顕在化。 

◆県は放流施設の強化などのハード対策の必

要性について検討。ソフト対策として、ポン

プ場の運転マニュアルの見直し、模擬訓

練、市町への情報提供等を実施。 

◆市町は流入箇所調査、住民啓発を実施。 

◇不明水対策の促進 
★発生源対策 

・不明水発生箇所の調査を推進。 

・調査結果を踏まえた発生源対策

を実施。計画的な改築更新によ

る常時浸入水を抑制。 

・啓発活動を実施し、下水道不明水

対策検討会で情報共有 

★被害軽減対策 

・流域下水処理場を中心に、揚水ポンプ能力強化、バイパス管の

設置、放流施設の強化などのハード対策を実施。 

・湖南中部以外でも運転ルールの見直しを検討。 

・情報共有の体制検討と見直しを実施。 

流入箇所の調査

◇施設の老朽化の進行 
◆下水道事業着手から 50 年が経過。建設か

ら維持管理への移行が必要。 

◆下水道法が改正され施設の点検が義務化。

◆管路施設の劣化は、道路陥没、悪臭発生、

流下能力の低下、不明水の増大に繋がる。

◆最新の維持管理情報、計画的な点検調査

に基づいた、より効率的なストックマネジメン

トが必要。 

◇点検・診断・改築のメンテナンスサイクルの確立 
★効率的なストックマネジメントの実施 

点検・調査から改築修繕までを計

画的に実施するストックマネジメント

計画を策定。 

効率的に点検調査を実施し、点検

調査結果に基づいて計画的に施設

の改築更新を実施。 

下水道台帳の情報や維持管理情

報のデータを充実。 

管 理

建 設

設 計

計 画

●浸水ソフト対策の実施 
・内水ハザードマップを 15 市町で作

成済み 

・浸水防災訓練を 15 市町で実施中

●浸水ソフト対策の実施 
・内水ハザードマップは全市町で作

成・公表 

・河川部局と連携、防災訓練を実施

●部局・自治体を超えた対策
・守山栗東雨水幹線は、全体計画

4.8kmのうち 3.8km が完成

●部局・自治体を超えた対策
・守山栗東雨水幹線は、平成31年度

までに全体計画 4.8km を完成

●耐震診断の実施 
・処理場 ：2/4 市町 

・ポンプ場：3/8 市町 

・管渠 ：6/19 市町

●耐震診断の実施 
・処理場 ：4/4 市町 

・ポンプ場：6/8 市町 

・管渠 ：11/19 市町

●耐震診断の実施 
・処理場 ：4/4 市町 

・ポンプ場：8/8 市町 

・管渠  ：19/19 市町 

★BCP の作成(網羅版) 
5/19 市町

★BCP の作成(網羅版) 
19/19 市町 

●耐震対策等の推進(ﾊｰﾄﾞ)
・耐震対策指針 2006 による耐震診

断により、対策を実施

●耐震対策等の推進(ソフト) 
・BCP、マンホールトイレの整備、防災訓練等、ソフト対策が有効に機能するよ

うに、県・市町・関係機関と連携して防災訓練を実施

●耐震対策等の推進(ハード) 
・耐震対策指針 2014 による耐震診断を実施

・耐震診断結果を踏まえ対策を段階的に実施

★発生源対策の実施(ハード)
・11 市町で不明水発生箇所の調査を

実施

★発生源対策の実施(ハード) 
・対策が必要な全市町で不明水発生箇所の調査を実施

・調査結果に基づいて必要な発生源対策を実施

★発生源対策の実施(ソフト) 
・県、4 市町で住民啓発を実施

★発生源対策の実施(ソフト) 
・必要な全市町で啓発活動を実施

★被害軽減対策の実施(ﾊｰﾄﾞ)
・処理場でのハードﾞ対策を検討

★被害軽減対策の実施(ソフト)   
・処理場・ポンプ場の運転ルール見直しを実施、検討

●計画的な点検調査の実施 
・処理場 ：2/4 市町 

・ポンプ場：4/8 市町 

・管渠  ：12/19 市町 

●計画的な点検調査の実施 
・処理場 ：4/4 市町 

・ポンプ場：8/8 市町 

・管渠  ：19/19 市町 

★効率的なｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実施 
・全市町で、処理場・ポンプ・管渠に関するストックマネジメント計画を策定 

・ストックマネジメント計画を策定した上で、より計画的な点検調査と、改築更新

を推進

◇大規模地震リスクの顕在化 
◆過去 100 年、県内でも地震の被害が発生。

◆近年も、他県においては東日本大震災、熊

本地震等の大規模地震が発生。 

◆地震の震源となり 

うる活断層が分布。 

南海トラフ巨大 

地震の発生確率 

が上昇。 

◆県は従来の耐震 

基準に基づいた耐 

震診断を実施し、 

最低限の耐震化 

工事を完了。 

一方、市町は対策が進んでいない。 

◆県は「下水道BCP」等の計画を策定済。市

町でも簡易版のBCP策定は進んでいる

が、網羅版の策定は進んでいない。 

主要な活断層の位置
査

凡例
・市町における課題と施策 

・市町及び県における施策と課題 

・県における施策と課題 

【施策内容】 

●：現ビジョンと同様の内容 

★：今回追加・変更した内容 

★被害軽減対策の実施(ハード)  
・処理場でのハードﾞ対策を実施

●浸水対策施設の整備 
・全体計画区域の8.1、事業計画区域

の 36％が整備済み

・貯留浸透施設設置は 5市町のみ

★ポンプ場の浸水防止対策 
・ポンプ場の耐水化計画を策定中

★ポンプ場の浸水防止対策 
・ポンプ場の耐水化計画策定し、必

要な浸水防止対策を実施

●浸水対策施設の整備 
・浸水常襲地区から段階的に整備 

・貯留・浸透施設の必要性を検討

●浸水対策施設の整備 
・雨水整備予定区域全体の整備を実施

★ポンプ場の浸水防止対策 
・６箇所のポンプ場で浸水防止対策を実

施

★効率的なｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの 

実施 
・ポンプ場 1市、管渠 2市町で策定済 

・長寿命化計画に基づく点検調査・改

築更新を実施



Ⅲ環境 
豊かで魅力ある 

県土づくりのために 

施策の方向性 現状と課題 将来像 

滋賀県下水道中期ビジョン体系図 

現状(H27 年度末)の姿 最終的な姿 平成 32 年度末の姿 

◇水環境に対する持続的な貢献の

必要性 
◆河川の水質環境基準達成率は年々向上。

ただし琵琶湖の水質環境基準は一部を除

いて未達成。 

◆マザーレイク21（第2期）計画が平成23年

10 月にスタート。難分解性有機物の増

加、湖の栄養塩バランスの変化、新たな

有害物質の登場、などの問題を指摘。 

◆高度処理人口

普及率の向上

（H27 全国 1

位）。一方 COD

が減少しないメ

カニズムの全容

は未解明。

◇汚泥リサイクル率の伸び悩みと多

様なポテンシャルへの期待の増加
◆汚泥処理施設の老朽化。

◆湖南中部浄化センタ 

ーの溶融炉の廃止に 

伴い、汚泥の有効利 

用率は約 3割に低下。 

◆下水道法の改正(汚泥

有効利用の努力義務化)

◆下水処理水の再利 

用は、全国で 1.2%。 

県内でも場内利用 

は殆どの処理場で 

実施しているが、場 

外利用は限定的。 

◆下水熱利用の導入促進のため県は下水熱

ポテンシャルマップを作成。湖南中部浄化

センターではヒートポンプによる利用を実

施。 

◆下水道施設空間の利用は、全国の処理場

のうち 15%程度。県内では湖南中部、湖西

浄化センター、大津市水再生センター等、

公園として活用

◇水環境の向上 
●高度処理人口の増加 

全下水処理場で高度処理を実施しているため、未普及の解消、

農業集落排水施設の統合により、下水道の普及促進とともに高

度処理人口の増加を図る。 

●処理水質の向上 

琵琶湖内の窒素-リンのバランス改善や処理方式の効率化を目

的に、流域下水道では、これまでの凝集剤添加循環式硝化脱

窒法等から凝集剤添加多段硝化脱窒法(ST多段法)へと転換。 

●市街地排水対策の実施 

浄化対策事業「伯母川ビオパーク」を継続し、汚濁負荷削減効

果を評価。守山栗東雨水幹線の沈殿汚泥の処理場への送水に

より汚濁負荷を削減。 

●合流式下水道の計画的な改善 

大津市公共下水道では合流式下水道緊急改善計画の対策施

設の整備が完了。効果を確認しながら、引き続き汚濁負荷削減

を継続。 

琵琶湖の COD の推移

建設資材
20.6%

堆肥2.9%
燃料化

6.2%

埋立処分

70.3%

◇新たなエネルギーの創造、地産地消 
●新たな下水道汚泥の有効利用手法の検討 

地域のニーズを把握した上で有効利用方策を検討。また、「下

水汚泥エネルギー化技術ガイドライン-改訂版-」を参考に、エネ

ルギー源としての汚泥の再利用に 

ついて検討。 

●下水道資源の適性、ニーズを考慮

した有効利用 

下水処理水と下水道施設の有効利 

用について、ニーズを把握した上で 

投資効果を検討し、多目的利用が 

及ぼす処理場等の運営への影響を 

把握し、有効利用に向けて検討。 

下水道資源の有効利用は地球温 

暖化対策の 1 つとして推進。 

★下水熱の有効利用 

下水熱を有効利用したヒートポンプ 

の導入可能性を検討。また下水熱利用の可能性を把握するた 

め、下水熱ポテンシャルマップを活用し、民間事業者等への下

水熱利用を促進。 

◇地球温暖化の進行  
◆滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条

例および滋賀県低炭素社会づくり推進計画

に基づいて温室効果ガスの排出量の抑制

を実施。

◆処理水量の増加や東日本大震災以降の火

力発電の増加により、下水処理過程で排出

される温室効果ガス排出量は増加。

◆温室効果ガスの削減のため、下水汚泥の溶

融方式を焼却や燃料化方式へ転換。
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◇地球温暖化対策 
●下水道資源を活用した温室効果ガスの削減 

温室効果ガス排出量の大 

きな施設に対し、より効率 

的な運転管理方法を検討。 

県では、バイオマスや未利 

用地での太陽光発電、熱 

等の下水道資源を活用して 

省エネルギー対策を実施。 

処理場を有する市町では、 

下水道資源を活用した温室 

効果ガスの削減対策方法について検討。 

●省エネルギー設備への計画的更新 

省エネルギー機器等の利用による効果的な下水道システムへ

段階的に転換。

湖南中部浄化センターにおける 
太陽光発電

●処理水質の向上 
（ST 多段法へ転換） 

・処理能力：58.0% 

●処理水質の向上 
（ST 多段法へ転換） 

・処理能力：63.3% 

●処理水質の向上 
（ST 多段法へ転換） 

・処理能力：100.0% 

●市街地排水対策の実施 
・実施中の「伯母川ビオパーク」での汚濁負荷削減対策を継続するとともに削減効果を評価 

・守山栗東雨水幹線の貯留機能を活かした汚濁負荷削減の実施 

●新たな下水汚泥の有効利用手法の検討 
・下水汚泥の堆肥化等による農業分野への有効活用の可能性を検討 

・エネルギー源としての汚泥の再利用について検討 

★下水熱の有効利用 
・下水熱を有効利用したヒートポンプの導入可能性を検討 

・下水熱ポテンシャルマップを活用した下水熱利用を検討 

●高度処理人口の増加 
・高度処理人口普及率 88.4 % 

●高度処理人口の増加 
・高度処理人口普及率 91.8% 

●高度処理人口の増加 
・高度処理人口普及率 97.6% 

●処理水質の向上 
・窒素高度処理率 64.4 % 

●処理水質の向上 
・大津市で窒素高度処理方式へ段階的に切り替え 

●合流式下水道の改善 
・対策施設の整備効果を確認しながら、今後も汚濁負荷削減を継続 

●下水道資源の適性、ニーズを考慮した有効利用方法の検討 
・処理水、施設空間の有効利用方法について検討

★下水熱の有効利用 
・下水熱を有効利用したヒートポンプの導入可能性を検討 

・下水熱ポテンシャルマップを必要に応じて作成した上で下水熱利用を検討 

●下水道資源を活用した温室効果ガスの削減 
・効率的な運転管理方法を検討 

・下水道資源を活用して省エネルギー対策を実施 

●省エネルギー設備への計画的更新 
・省エネルギー機器等を利用した効果的な下水道システムへ段階的に転換 

下水熱ポテンシャルマップ

凡例
・市町における課題と施策 

・市町及び県における施策と課題 

・県における施策と課題 

【施策内容】 

●：現ビジョンと同様の内容 

★：今回追加・変更した内容 

★下水熱の有効利用 
・湖南中部浄化センターではヒート

ポンプによる利用を実施 

・下水熱ポテンシャルマップを 4 流

域で作成済 

処理水の再利用例



Ⅳ経営管理 
持続的な下水道の 

あゆみのために 

施策の方向性 現状と課題 将来像 

滋賀県下水道中期ビジョン体系図 

現状(H27 年度末)の姿 最終的な姿 平成 32 年度末の姿 

◇ストックマネジメントの実施と施設管理の広域

化・共同化、官民連携手法の導入検討 
★ストックマネジメントの実践 

ストックマネジメントを実施し、将来の改築事業費の増大に備

える。施設のリスク評価を行い、投資限度額を考慮しながら

事業費の平準化により安定した下水道経営を目指す。

★維持管理の効率化や広域化・共同化 

人口減少に伴う処理水量の減少や施設管理人員の減少を補

い、効率的に施設を管理するために、複数自治体・処理施設

で維持管理を広域・共同で実施する方法を検討。

★官民連携手法の導入検討 

下水道の機能・サービス水準を持続的に確保するために多

様な官民連携手法の導入を検討。

★ICT、IoT 促進の検討 

ICT、IoT の今後の技術発展を踏まえ、施設管理をはじめ人

材育成や財政運営を含めて、幅広く活用することを検討。

◇使用料収入の伸び悩みと老朽化

施設の更新費用の増加 
◆本県も少子高齢化により人口減少に転じ

た。今後の使用料の伸びは見込めない。

◆集落排水施設は老朽化が進み、維持管理

が困難。H27年度末までに10地区の農業

集落排水を下水道に接続。 

◆し尿処理施設も今後の老朽化と処理量の

減少を踏まえた、効率的な処理のあり方

が求められる。 

◆建設された下水道ストックが増大するた

め、ストックマネジメントが必要。 

◆下水道職員の減少に伴う執行体制の脆弱

化、公共事業予算の減少に伴う財政状況

の逼迫、老朽化施設の増大が進む。この

ような中、下水道の機能・サービスの水準

を持続的に確保するための一助として、多

様な官民連携手法の活用の検討が必要。

◆また、人材不足、財政不足の中でも、高品

質で持続可能な下水道事業を維持するた

め、発展する ICT、IoT を幅広く活用するこ

とが求められる。 

◇下水道の運営力(技術力+財政運営力+マネジメン

ト力)の向上 
●下水道の運営に係る総合的な能力の向上 

県・市町は、建設・維持管理等の履歴の蓄積と伝承を進め、技

術・施設情報の整理・体系化による効率的な施設管理を実施。 

さらに、財政、広報、マネジメントなど、下水道の運営に必要な

総合的な能力の向上を実施。

◇機能・サービスレベル低下の恐れ
◆下水道職員は減少傾向であり、サービスレ

ベルの低下が懸念。 

◆事業執行体制に重要な役割を果たしてきた

ベテラン職員の退職。 

◇経営の透明化の社会的要請 
◆市町の有収率は 81～94%。全国平均と同

様であり、概ね良好な値。 

◆使用料単価は119～185年円/m3と市町で

差があり、単独公共を有する市町で比較

的高い傾向。汚水処理原価は市町間の差

が大きい。このため経費回収率が全国区

平均値より低い市町がある。 

◆県の汚水処理原価は、湖南中部が最も低

く、高島が最も高い。 

◆総務省より、地方公営企業会計の適用要

請。県は平成 31 年度の移行を目標。 

◇公営企業会計の活用 
●下水道経営の透明化 

県、市町は、下水道経営の透明化のために公営企業会計の導

入を目指す 

●下水道経営の効率化 

県、市町ともに下水道経営の効率化を図り、経費回収率、汚水

処理原価を改善。中長期的に事業費やリスクの予測を行った上

で、適正に事業費の平準化を行い、安定した経営を実施。 

●経営戦略の策定 

安定的に事業を継続するための中長期的な経営の基本計画で

ある経営戦略を県・市町で策定。 

★ストックマネジメントの実践 
・県 ：長寿命化計画に基づく維持管理 

・市町：15 市町で長寿命化計画策定済み 

★ストックマネジメントの実践 
・県 ：ストックマネジメント計画を策定し安定した経営管理を実施 

・市町：全 19 市町でストックマネジメント計画を策定 

★維持管理の効率化や広域化・ 

共同化 
・県 ：湖西、高島で脱水汚泥の下水道受

け入れを実施 

・市町：汚水処理構想に基づいて段階的に

接続を実施 

★維持管理の効率化や広域化・共同化 
・県 ：他事業との連携や広域化・共同化を検討 

・市町：集落排水施設215のうち、H32までに42、H37までに88を下水道へ

接続、他事業との連携や広域化・共同化を検討 

★官民連携手法の導入検討 
・県 ：包括的民間委託により、民間企業

に維持管理を委託 

・市町：12 市町で維持管理を外部委託 

★官民連携手法の導入検討 
・多様な PPP/PFI 手法について導入を検討 

★ICT・IoT 促進の検討 
・施設管理、人材育成、財政運営など幅広く ICT、IoT 促進を検討 

●下水道の運営に係る 

総合的な能力の向上 
・ベテラン職員の退職が加速 

・2 市町で維持管理・運転技術の伝承を

実施 

●下水道の運営に係る総合的な能力の向上 
・技術・施設情報の整理・体系化による効率的な施設管理を実施 

・財政、広報、マネジメント技術などの総合的な能力の向上を図る 

●公営企業会計の活用 
・県 ：公営企業会計の導入に向けて

資産調査を実施中 

・市町：15 市町で公営企業会計の導入

検討 

●公営企業会計の活用 
・県 ：4流域で平成31年度までに公営企業会計を導入し、経営戦略を

策定 

・市町：全 19 市町で公営企業会計の導入を完了し、経営戦略を策定 

凡例
・市町における課題と施策 

・市町及び県における施策と課題 

・県における施策と課題 

【施策内容】 

●：現ビジョンと同様の内容 

★：今回追加・変更した内容 

 -

 50

 100

 150

 200

 250

 300

 350

 400

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

職
員
数
（
人
）

委託 その他

維持管理 建設

事務

下水道職員数の推移（市町合計）



Ⅴ共通 
見える下水道の 

実現のために 

現状と課題 施策の方向性 将来像 

滋賀県下水道中期ビジョン体系図 

現状(H27 年度末)の姿 最終的な姿 平成 32 年度末の姿 

◇広報・啓発・教育活動の拡充 
◆県政モニター制度の活用や、「山寺川市街

地排水浄化施設運営協議会（伯母川ビ

オ・パーク運営協議会）」や「各浄化センタ

ー運営協議会」を設置する等、住民協働を

実施。 

◆研究・実証段階の技術・ノウハウについ

て、民間企業、大学などとの協働研究を実

施中。 

◆平成 25年 4 月開設の淡海環境プラザ、琵

琶湖博物館、各下水処理場では様々な広

報・啓発・教育活動を実施中。過半数の市

町でも広報・啓発活動を実施中。 

◆今後も、県・市町は、住民等と共通の目的

をもって下水道事業を進めることが重要。 

◇見える化や協働の推進 
●現在実施している住民協働や広報・啓発・教育活動を中心に、

今後も積極的に下水道の見える化を推進。 

★平成27年2月設置の「滋賀県下水道審議会」を活用し、有識者

や県民の意見を取り入れ、政策形成過程の透明性を確保。 

★民間事業者との協働について共同研究などを積極的に推進。 

★淡海環境プラザを活用し、下水道の仕組みとその大切さを広く

周知するとともに、下水の正しい使い方の啓発を継続。 

◇水環境ビジネスの支援の社会的

要請 
◆近年の地域経済、人口減少等の状況か

ら、公共用水域の保全に関するノウハウ

を活かし、「ウォーターバレー」の実現に向

けた取組を強化し、地域経済の活性化に

寄与することが必要。 

◆汚水処理技術の継承・発展および県内企

業の海外展開の足掛かりとなることを目

指し、海外への技術協力を実施中。 

◆淡海環境プラザでは、水環境に関わる新

技術成果の発信や、ビジネスセミナーの開

催、「しが水環境ビジネス推進フォーラム」

との連携など、企業等の海外展開の足掛

かりとなる取り組みを実施中。

◇水環境ビジネスの展開支援 
★「水・環境ソリューションハブ（WES Hub）」の構成地方公共団体と

して、今後も積極的に JICA との連携強化や国際化への取り組み

を実施。 

★「淡海環境プラザ」を水環境技術の研究開発、情報発信の拠点と

して活用し、本県の水環境技術・ノウハウを世界に発信。 

★「しが水環境ビジネス推進フォーラム」と連携し、県内企業の水環

境ビジネスを推進。 

伯母川ビオ・パーク運営協議会 

淡海環境プラザ 

★淡海環境プラザの活用 
・公共技術支援 

・人材育成 

・新技術開発支援 

・新技術普及促進支援 

●見える化や協働の推進
★滋賀県下水道審議会の活用。

・パブリックコメントの実施。 

・住民との協働を実施 

★民間事業者との共同研究を実

施。 

●見える化や協働の推進化 
・現状の広報・啓発・教育活動の拡大、発展 

・住民協働、民間事業者との共同研究の推進 

★JICA との連携強化や国

際化への取り組み 
・JICA 草の根技術協力事業を 

活用 

・しが水環境ビジネス推進フォー

ラムの開催 

・水・環境ソリューションハブ

（WES Hub）として登録 

・ウォーターバレー構想の創設  

★JICA との連携強化や国際化への取り組み 
・現状の活動の拡大、発展 

中国湖南省での環境教育

凡例
・市町における課題と施策 

・市町及び県における施策と課題 

・県における施策と課題 

【施策内容】 

●：現ビジョンと同様の内容 

★：今回追加・変更した内容 

水・環境ソリューションハブ（WES Hub） 

下水道情報誌 マンホールカード 

琵琶湖流域下水道における下水熱利用に関する共同研究イメージ図 

滋賀の流域下水道を守る謎の妖精

しが水環境ビジネス推進ﾌｫｰﾗﾑ

JICA 草の根技術協力事業成果発表会

※LINE スタンプ

でも発売中

浄化センター小学校見学会の様子 

JICA 湖南省プロジェクト研修生視察 


